
第 43 期 決 算 公 告 
平成20年7月17日 

 
名古屋市中区丸の内三丁目2番29号  

  
 

代表取締役社長  八 神    基 

 
貸 借 対 照 表 

      

( 平成20年４月20日現在) 
 

（単位：千円） 
 

科      目 金    額 科      目 金    額 

 
(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年以内償還予定の社債

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 

社 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

預 り 保 証 金

そ の 他

 
 

1,860,009 

756,172 

682,590 

18,329 

20,000 

72,786 

42,578 

128,908 

10,164 

19,069 

105,077 

4,333 

750,969 

90,000 

845 

148,794 

278,783 

221,828 

10,719 

負 債 合 計 2,610,979 

 
(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

配 当 平 均 積 立 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 
 

 
 

5,852,074 

787,299 

676,811 

676,811 

4,428,046 

196,824 

4,231,221 

200,000 

3,100,000 

931,221 

△40,082 

37,935 

37,935 
 

 
(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物

構 築 物

車 輌 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

保 証 金

保 険 積 立 金

破 産 更 生 債 権 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

 
 

4,855,464

2,392,986

788,720

940,993

654,890

1,992

210

59

1,000

63,708

13,514

△2,611

3,645,524

2,239,656

801,912

32,146

166

27,464

1,377,968

10,775

7,750

3,025

1,395,091

276,344

679,196

5

4,000

1,273

282,930

5,558

137,138

1,386

10,079

△2,821 純 資 産 合 計 5,890,009 

資 産 合 計 8,500,988 負 債 及 び 純 資 産 合 計 8,500,988 



損 益 計 算 書 
     

( 平成19年４月21日から
平成20年４月20日まで) 

（単位：千円）  
 

科        目 金           額 

売 上 高  6,018,126 

売 上 原 価  3,681,801 

売 上 総 利 益  2,336,325 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,704,550 

営 業 利 益  631,774 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 22,680  

不 動 産 賃 貸 料 61,943  

そ の 他 8,338 92,961 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 4,538  

社 債 利 息 785  

不 動 産 賃 貸 費 用 27,352  

そ の 他 2,718 35,393 

経 常 利 益  689,342 

特 別 利 益   

貸 倒 引 当 金 戻 入 372  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 200 572 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 536 536 

税 引 前 当 期 純 利 益  689,378 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  277,686 

法 人 税 等 調 整 額  19,885 

当 期 純 利 益  391,805 
 



  
個 別 注 記 表 
 
1. 重要な会計方針 
 1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券……………… 移動平均法による原価法を採用しております。 
子会社株式………………………… 移動平均法による原価法を採用しております。 
その他有価証券…………………… <時価のあるもの> 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）を
採用しております。 
<時価のないもの> 
移動平均法による原価法を採用しております。 

 
 2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商    品……………………… 総平均法による原価法を採用しております。 
但し、特注品については同仕様の特注品毎の総平均法（月別）に
よる原価法によっております。 

貯  蔵  品……………………… 最終仕入原価法による原価法を採用しております。 
 

 3) 固定資産の減価償却方法 
有形固定資産……………………… 定率法（但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備は除く）は定額法）を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
 建物及び構築物  ６年～50年 
（会計方針の変更） 
法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律 平成19年
３月30日 法律第６号）及び（法人税法施行令の一部を改正する
政令 平成19年３月30日 政令第83号））に伴い、当事業年度か
ら、平成19年４月１日以降に取得したものについては、改正後の
法人税法に基づく方法に変更しております。 
 当該変更に伴う、損益に与える影響は軽微であります。 
（追加情報） 
当事業年度から、平成19年３月31日以前に取得した資産について
は、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償
却する方法によっております。 
 当該変更に伴う、損益に与える影響は軽微であります。 

無形固定資産……………………… 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
(５年）に基づく定額法を採用しております。 

 
 4) 引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金……………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金……………………… 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上してお
ります。 

退職給付引当金…………………… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の
見込額に基づき計上しております。 

役員退職慰労引当金……………… 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規による期末要支給額
の100％を計上しております。 

 
5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務……………… 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。 



 
 6) リース取引の処理方法……………… リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

 

 7) 消費税等の会計処理方法…………… 税抜方式を採用しております。 

 

2. 貸借対照表に関する注記 

1) 関係会社に対する金銭債権及び債務 

 短期金銭債権 2,371千円

 短期金銭債務 72,815千円

 

 2) 有形固定資産の減価償却累計額 963,561千円

 

3) 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当事業年

度の末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれております。 

  受 取 手 形 23,881千円

 

 4) 保 証 債 務 

   関係会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。 

  ㈱平山製作所 86,000千円

 

3. 損益計算書に関する注記 

 1) 関係会社からの仕入高 209,248千円

 
 2) 関係会社との営業取引以外の取引高 49,362千円

  

4. 株主資本等変動計算書に関する注記 

  自己株式の数に関する事項 
（単位：株） 

 

株式の種類 
前 事 業 年 度 末
株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末 
株 式 数 

普通株式 3,940      57,800 ― 61,740 

 

5. 税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 (繰延税金資産) 

  役員退職慰労引当金 112,907千円

  退職給付引当金損金算入限度超過額 60,261千円

 滅損損失 129,637千円

  その他 69,653千円

  繰延税金資産合計 372,460千円

 (繰延税金負債) 

  その他有価証券評価差額金 25,821千円

  繰延税金負債合計 25,821千円

  繰延税金資産の純額 346,638千円
   



6. リースにより使用する固定資産に関する注記 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 (1) リース物件の取得原価相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

（単位：千円） 
 

 取 得 原 価 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額 

工具器具及び備品 122,525 57,730 64,794 

ソ フ ト ウ ェ ア 2,980 1,766 1,213 

合 計 125,505 59,497 66,008 
 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 
 １ 年 以 内 25,465千円
 １ 年 超 40,542千円
 合 計 66,008千円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に
占める割合が低いため、｢支払利子込み法」により算定しております。 

 
 (3) 支払いリース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 
 支払リース料 26,010千円
 減価償却費相当額 26,010千円

 
 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 
7. 関連当事者との取引に関する注記 
   子会社等 

 
関係内容 

属 性 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有) 割合 役員の 

兼務等 
事業上
の関係

取引の
内容 

取引金額 科目 期末残高 

支払手
形 

21,008千円 理科学機
器設備の
購入(注2)

176,362千円

買掛金 39,303千円 
㈱ヤガミ 
ファニテク 

直接 100.0％ １名 当社仕入先

原材料の
販売(注3)

43,486千円
未収入

金 
2,371千円 

債務保証
(注1) 

86,000千円 ― ― 

支払手
形 

1,263千円 

子会社 

㈱平山製作所 直接 80.0％ ２名 当社仕入先 理科学機
器設備の
購入(注2)

32,885千円

買掛金 11,240千円 
 

    取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注1) 債務保証は、金融機関からの借入れに対するものであります。 
(注2) 価格その他の取引条件は価格交渉の上、一般取引と同様に決定しております。 
(注3) 原材料の販売については、他の外注先との取引価格を勘案して決定しております。 

 
8. １株当たり情報に関する注記 
 1) １株当たり純資産額 873円88銭

 
 2) １株当たり当期純利益 58円01銭

 
9. 重要な後発事象に関する注記 
  該当する事項はありません。 

 
10. 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。 


